
事 企 法 ― ３ ３

令和７年２月１２日

人 事 院 事 務 総 長

「人事院規則１―７９（国家公務員法等の一部を改正する法律の施

行に伴う関係人事院規則の整備等に関する人事院規則）及び「国家

公務員法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係人事院事務総長

通知の一部改正について」の施行に伴う経過措置について」の一部

改正について（通知）

「人事院規則１―７９（国家公務員法等の一部を改正する法律の施行に伴う関

係人事院規則の整備等に関する人事院規則）及び「国家公務員法等の一部を改正

する法律の施行に伴う関係人事院事務総長通知の一部改正について」の施行に伴

う経過措置について（令和４年２月１８日事企法―３８）」の一部を下記のとお

り改正したので、令和７年４月１日以降は、これによってください。

記

次の表により、改正前欄に掲げる規定（前書きを含む。以下同じ。）の傍線を

付した部分（以下「傍線部分」という。）でこれに対応する改正後欄に掲げる規

定の傍線部分があるものは、これを当該傍線部分のように改め、改正前欄に掲げ

る規定の傍線部分でこれに対応する改正後欄に掲げる規定の傍線部分がないもの

は、これを削る。



改 正 後 改 正 前

人事院規則１―７９（国家公務員 人事院規則１―７９（国家公務員

法等の一部を改正する法律の施行に 法等の一部を改正する法律の施行に

伴う関係人事院規則の整備等に関す 伴う関係人事院規則の整備等に関す

る人事院規則）及び「国家公務員法 る人事院規則）及び「国家公務員法

等の一部を改正する法律の施行に伴 等の一部を改正する法律の施行に伴

う関係人事院事務総長通知の一部改 う関係人事院事務総長通知の一部改

正について（令和４年２月１８日事 正について（令和４年２月１８日事

企法―３７）」の施行に伴い、下記 企法―３７）」の施行に伴い、下記

の第２項各号に規定する人事院事務 の第２項各号に規定する人事院事務

総長通知及び第３項から第７項まで 総長通知及び第３項から第９項まで

に掲げる人事院事務総長通知の経過 に掲げる人事院事務総長通知の経過

措置について下記のとおり定めたの 措置について下記のとおり定めたの

で、令和５年４月１日以降は、これ で、令和５年４月１日以降は、これ

によってください。 によってください。

記 記

１～３ （略） １～３ （略）

（削る） ４ 給実甲第１５１号（通勤手当の

運用について）

人事院規則１―７９（国家公務

員法等の一部を改正する法律の施

行に伴う関係人事院規則の整備等

に関する人事院規則）附則第９条

各号の規定による採用（令和３年



改正法附則第６条第１項又は第２

項の規定によりみなされる採用を

含む。）又は同規則附則第１０条

の規定により読み替えられた同規

則第１３条の規定による改正後の

人事院規則９―２４（通勤手当）

第１６条第１号イの規定による採

用（以下この項において「暫定再

任用等」と総称する。）をされた

職員のうち、暫定再任用等の直前

の職員としての引き続く在職期間

中の勤務箇所を一般職の職員の給

与に関する法律（昭和２５年法律

第９５号）第１２条第３項又は給

実甲第１５１号第１６条関係第２

項第１号の官署とみなした場合

に、暫定再任用等（直近のものに

限る。）前から引き続き同法第１

２条第３項若しくは同号に規定す

る職員たる要件に該当することと

なる職員又は当該暫定再任用等以

後に同号に規定する職員たる要件

に該当することとなる職員は、人

事院規則９―２４第１６条第３号

の「人事院の定める職員」とす

る。



４ 給実甲第２２０号（期末手当及 ５ 給実甲第２２０号（期末手当及

び勤勉手当の支給について） び勤勉手当の支給について）

一～三 （略） 一～三 （略）

四 一般職の職員の給与に関する 四 一般職の職員の給与に関する

法律（昭和２５年法律第９５ 法律第１９条の７第１項の職員

号）第１９条の７第１項の職員 に暫定再任用職員が含まれる場

に暫定再任用職員が含まれる場 合において、改正後の給実甲第

合において、改正後の給実甲第 ２２０号第４０項各号に掲げる

２２０号第４０項各号に掲げる 職員の区分ごとの勤勉手当の額

職員の区分ごとの勤勉手当の額 の総額が当該各号に定める額を

の総額が当該各号に定める額を 超えない範囲内で成績率を定め

超えない範囲内で成績率を定め るときにおける同項の規定の適

るときにおける同項の規定の適 用については、同項第１号中

用については、同項第１号中 「定年前再任用短時間勤務職

「定年前再任用短時間勤務職 員」とあるのは「次号に掲げる

員」とあるのは「次号に掲げる 職員」と、同項第２号中「定年

職員」と、同項第２号中「定年 前再任用短時間勤務職員」とあ

前再任用短時間勤務職員」とあ るのは「定年前再任用短時間勤

るのは「定年前再任用短時間勤 務職員及び国家公務員法等の一

務職員及び国家公務員法等の一 部を改正する法律（令和３年法

部を改正する法律（令和３年法 律第６１号）附則第３条第４項

律第６１号）附則第３条第４項 に規定する暫定再任用職員」と

に規定する暫定再任用職員」と する。

する。

（削る） ６ 給実甲第６６０号（単身赴任手

当の運用について）



一 次に掲げる職員については、

それぞれ次に定める採用を令和

４年事企法―３７第１７項の規

定による改正後の給実甲第６６

０号規則第５条関係第１項第１

号に規定する定年前再任用とみ

なして、同項、同条関係第４

項、第６項及び規則第８条関係

第３項の規定を適用する。

イ 人事院規則１―７９附則第

１２条各号に規定する採用を

された職員 同条各号に規定

する採用又は国家公務員法第

６０条の２第１項の規定によ

る採用（同法の規定により退

職した日の翌日におけるもの

に限る。）

ロ 人事院規則１―７９附則第

１３条の規定により読み替え

られた同規則第１８条の規定

による改正後の人事院規則９

―８９（単身赴任手当）第５

条第２項の規定が適用される

職員 人事院規則１―７９附

則第１３条の規定により読み

替えられた同規則第１８条の



規定による改正後の人事院規

則９―８９第５条第２項第１

号イに規定する採用

二 令和４年事企法―３７の施行

の日前に、令和４年事企法―３

７第１７項の規定による改正前

の給実甲第６６０号規則第５条

関係第１項に規定する再任用を

された職員については、同項、

同条関係第４項、第６項及び規

則第８条関係第３項の規定は、

令和４年事企法―３７の施行後

も、なおその効力を有する。

５～７ （略） ７～９ （略）

以 上


